
提出書類

提出書類等 備考

※添付書類は不要

※算定にあっては厚労省通知「科学的介
護情報システム（LIFE）関連加算に関す
る基本的な考え方並びに事務処理手順及
び様式例の提示について」（令環6年3月
15 日）を確認すること

①（別紙5-2）地域密着型サービス事業者又は地域密着型介護予防サービス事業
者による介護給付費の割引に係る割引率の設定について

※事前にご相談ください

 ①（標準様式１）従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表 ①【更新】「申請月」を提出
【新規】「算定開始月」を提出

 ②資格者証及び研修修了証の写し
②減算を解消する場合、該当者分を添付
すること

虐待の発生又はその再発を防止するための措置（虐待の発生又はその再発を防止
するための委員会の定期開催、指針の整備、年1回以上の研修の実施、担当者を定
めること）が講じられていない場合、減算対象

※添付書類は不要

業務継続計画策定の有無

感染症若しくは災害のいずれか又は両方の業務継続計画が未策定の場合、かつ、
当該業務継続計画に従い必要な措置が講じられていない場合、減算対象

※ 2025年3月31日までの間、感染症の予防及びまん延の防止のための指針の整備
及び非常災害に関する具体的計画の策定を行っている場合には、減算を適用しな
い

※添付書類は不要

①(別紙49)看護体制及びサテライト体制に係る届出書（看護小規模多機能型居宅
介護事業所）

①(別紙49)看護体制及びサテライト体制に係る届出書（看護小規模多機能型居宅
介護事業所）

※添付書類は不要

※添付書類は不要

①（別紙44）認知症加算（Ⅰ）・（Ⅱ）に係る届出書

③当該事業所の従業者に対する、認知症ケアに関する事例の検討や技術的
指導に係る会議を定期的に開催していることがわかる書類
　例　会議スケジュール表及び、会議内容がわかる書類又は議事録

④認知症介護指導者研修修了者を１名以上配置し、事業所全体の認知症ケ
アの指導等を実施することがわかる書類

⑤介護職員、看護職員ごとの認知症ケアに関する研修計画を作成し、実施
又は実施を予定していることがわかる書類

※添付書類は不要

①（標準様式１）従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表

 ②管理栄養士の資格者証の写し

 ③外部との連携により管理栄養士を配置する場合には、外部と連携していること
がわかる契約書等（協定を含む）の写し

 ①（標準様式１）従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表

 ②言語聴覚士、歯科衛生士または看護師のいずれかの資格者証の写し

 ① （別紙16）緊急時（介護予防）訪問看護加算・特別管理体制・ターミナルケ
ア体制に係る届出書

 ① （別紙16）緊急時（介護予防）訪問看護加算・特別管理体制・ターミナルケ
ア体制に係る届出書

専門管理加算 ①（別紙17）専門管理加算に係る届出書

 ① （別紙16）緊急時（介護予防）訪問看護加算・特別管理体制・ターミナルケ
ア体制に係る届出書

死亡日及び死亡日前14日以内に2日以上
ターミナルケアを行った場合算定可能

①（別紙18）遠隔死亡診断補助加算に係る届出書

②看護師が情報通信機器を用いた在宅での看取りに係る研修研修を修了し
たことが確認できる文書（当該研修の名称、実施主体、修了日及び修了者
の氏名等を記載した一覧でも可）

看護体制強化加算（Ⅰ）（Ⅱ） ①（別紙49）看護体制及びサテライト体制に係る届出書（看護小規模多機能型居
宅介護事業所）

①（別紙45）訪問体制強化加算に係る届出書

②（標準様式１）従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表
②【更新】「申請月」を提出
【新規】「算定開始月」を提出

Ⅰ ①（別紙42）総合マネジメント体制強化加算に係る届出書

Ⅱ

②多様な主体により提供される利用者の日常生活全般を支援する介護給付
等対象サービス以外の保健医療サービス又は福祉サービス、当該地域の住
民による自発的な活動によるサービス等が包括的に提供されるような居宅
サービス計画書の該当ページの写し

①（別紙41）褥瘡マネジメント加算に関する届出書

※添付書類は不要

※添付書類は不要

Ⅰ

Ⅱ

Ⅰ

Ⅱ
②【更新】「申請月」を提出
【新規・変更】「算定開始月」を提出

Ⅲ

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅴ

遠隔死亡診断補助加算

①（別紙28）生産性向上推進体制加算に係る届出書

※算定に当たっては、厚生労働省通知
「生産性向上推進体制加算に関する基本
的考え方並びに事務処理手順及び様式例
等の提示について」をよく確認すること

サービス提供体制強化加算

① （別紙14-5）サービス提供体制強化加算に関する届出書

② （標準様式１）従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表

③ （別紙7-2）有資格者等の割合の参考計算書

主治医の指示に基づき、情報通信機器を
用いて医師の死亡診断の補助を行った場
合、算定可能

介護職員処遇改善加算

①介護職員等処遇改善加算等　処遇改善計画書
※2024年4月～5月は介護職員処遇改善加算Ⅰ～Ⅲ、介護職員等特定処遇
改善加算Ⅰ～Ⅱ、介護職員等ベースアップ等支援加算の算定
※2024年6月以降の新加算Vの注意事項：介護保険最新情報Vol.1215の３
（１）介護職員等処遇改善加算（新加算）の要件参照

①必要書類については、市のホームペー
ジ参照。
トップページ＞医療・福祉＞介護保険＞
事業者の方へ＞地域密着型サービス＞介
護職員等処遇改善加算について（地域密
着型サービス、介護予防・日常生活支援
総合事業）

生産性向上推進体制加算

訪問体制強化加算

褥瘡マネジメント加算

排せつ支援加算

科学的介護推進体制加算

総合マネジメント体制強化加算

緊急時対応加算

特別管理体制

ターミナルケア体制

若年性認知症利用者受入加算

訪問看護体制減算

サテライト体制

特別地域加算

中山間地域等における小規模事業所
加算（地域に関する状況）

栄養アセスメント・栄養改善体制

Ⅱ

①【更新】「申請月」を提出
【新規】「算定開始月」を提出

口腔機能向上加算

①【更新】「申請月」を提出
【新規】「算定開始月」を提出

※介護保険の口腔機能向上サービスとし
て「摂食・嚥下機能に関する訓練の指導
若しくは実施」を行っていない場合は算
定不可
※算定に当たっては、厚生労働省通知
「リハビリテーション・個別機能訓練、
栄養、口腔の実施及び一体的取組につい
て」（令和6年3月15日）をよく確認す
ること

介護給付費算定に係る体制等に関する届出書　添付書類一覧

【 看護小規模多機能型居宅介護 】

「（別紙3-2）介護給付費算定に係る体制等に関する進達書」
「介護給付費算定体制等状況一覧表」の他に、以下のとおり書類を添付してください。

介護給付費算定に係る体制等の種類

ＬＩＦＥへの登録

割引

職員の欠員による減算の状況

高齢者虐待防止措置実施の有無

認知症加算

Ⅰ

②※現時点では、以下のいずれかの研修
をさす。
・日本看護協会認定看護師教育課程「認
知症看護」の研修
・日本看護協会が認定している看護系大
学院の「老人看護」及び「精神看護」の
専門看護師教育課程
・日本精神科看護協会が認定している
「精神科認定看護師」（認定証が発行さ
れている者に限る）

④及び⑤はⅠを算定する場合のみ

※Ⅲ及びⅣは届出不要。
なお、Ⅲは、認知症高齢者の日常生活自
立度Ⅲ以上の者に対して、（看護）小規
模多機能型居宅介護を行った場合に算定
可能。Ⅳは、要介護状態区分が要介護２
である者であって、認知症高齢者の日常
生活自立度Ⅱに該当する者に対して、
（看護）小規模多機能型居宅介護を行っ
た場合に算定可能。

②認知症介護指導者研修、認知症介護実践リーダー研修、認知症介護実践
者研修又は、認知症看護に係る適切な研修※の修了がわかるもの等の修了
証の写し


